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新庁舎建設工事の進捗を管理し、庁舎機能移転に向けた準備を推進

令和９年５月の移転・開庁に向けて新庁舎建設工事の進捗管理、庁舎機能の円滑な移転のための計
画・検討を継続して行うとともに、引渡し後の新庁舎への什器搬入等を行います。

１ 事業内容

新庁舎の建設工事を円滑に進めるため、工事関係者との連絡・調整を密に行い、工期内の完成・引渡しを目指します。

また、開庁後の運用を視野に入れたレイアウトやルールの検討、移転計画の作成・職員への事前説明等を行います。

２ 事業費

新庁舎整備事業ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委託料（継続） ２８，４９０千円

新庁舎オフィス環境整備支援委託料（継続）  ７，１５０千円

新庁舎建設工事監理委託料（継続）  ７２，３２５千円

庁舎解体工事設計委託料（新規）  ６，３８０千円

新庁舎移転委託料（新規）  １５，７２０千円

土壌汚染調査委託料（新規）  １３，４００千円

新庁舎建設工事費（継続）  ６，１３０，４００千円

新庁舎用備品購入費（新規）  ２８９，６６０千円

その他事務費  ５，６３５千円

３ 財源内訳

国庫補助金  ３３，０００千円
地方債  ４，３３０，１００千円
その他（公共施設等整備基金繰入金）  １，８１２，２６４千円
その他（森林環境譲与税基金繰入金）  ２７，３６１千円
一般財源  ３６６，４３５千円

▲ 工事現場航空写真（令和７年１２月現在）

お問い合わせ
新庁舎整備室 新庁舎整備チーム 松岡（0562-36-2674）予算 ６,５６９,１６０千円
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新庁舎の市民交流スペースに公衆無線ＬＡＮを整備

新庁舎の市民交流スペースに市民及び施設利用者の利便性向上のため、公衆無線ＬＡＮを整備します。

１ 事業内容

新庁舎の市民交流スペースに公衆無線ＬＡＮを整備します。

また、公衆無線ＬＡＮを活用して、市民交流スペースを市民等がコワーキングスペース（共に働くことを重視し、交

流や共創を目的とする共有スペース）として利用できるよう貸出用ＰＣを合わせて整備します。

２ 事業費

新庁舎公衆無線ＬＡＮ設置委託 １９，５２８千円

貸出用ＰＣ購入費（２台） １００千円

▲ 新庁舎の公衆無線ＬＡＮエリア（赤色部分）

お問い合わせ
総務課 庁舎管理・ふるさと応援寄附チーム 近藤（0562-36-2630）予算 １９，６２８千円

新規
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新庁舎の来庁者駐車場へゲート式駐車場システムを整備

新庁舎の来庁者駐車場にゲート式駐車場システムを導入することで、来庁目的以外の駐車を抑制し、
来庁者の駐車台数を確保します。

１ 事業内容

新庁舎の来庁者駐車場に駐車券発券機、出口精算機、カーゲート等からなるゲート式駐車場システムを設置し、来庁

者駐車場の適正管理に努めます。

２ 事業費

新庁舎来庁者用駐車場管制設備整備工事費 ８，８００千円

▲ ゲート式駐車場システムのイメージ

お問い合わせ
総務課 庁舎管理・ふるさと応援寄附チーム 近藤（0562-36-2630）予算 ８，８００千円

新規
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朝倉駅周辺整備事業を推進

中街区では、安全で円滑な交通結節点を確保するため、朝倉駅前駐車場整備事業を進めます。
また、北街区では、「商業・交流・にぎわい拠点」の整備に向けた準備を進め、朝倉駅周辺整備事業

全体の着実な推進を図ります。

１ 事業内容

〈中街区〉令和９年４月の供用開始に向けて、立体駐車場の本体工事に着手します。

〈北街区〉令和９年度の事業者選定に向け、事業者公募資料を作成します。

２ 事業費

お問い合わせ
都市計画課 建築チーム 中山（0562-36-2669）

朝倉駅周辺整備推進チーム 瀧本（0562-36-2667）
 予算 ８８８，４００千円

▲ 立体駐車場のイメージ図
※実施設計段階で修正される場合があります。

〈中街区〉朝倉駅前駐車場整備事業

本体工事及び工事監理 ８８０，５００千円

〈北街区〉北街区整備公募資料詳細検討委託 ７，３００千円

不動産鑑定委託料 ６００千円

３ 財源内訳

〈中街区〉国庫補助金 １０７，０００千円

地方債 ７７３，４００千円

一般財源 １００千円

〈北街区〉一般財源 ７，９００千円
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放課後子ども教室の民間委託化を実施

お問い合わせ
子ども若者支援課
子ども・女性支援チーム 渡邉 （0562-36-2656）

予算 ２５５，１８４千円

民間事業者のノウハウを活用し、持続可能でより魅力的な放課後子ども教室とするため、開設日

数を見直すとともに、放課後児童クラブとの一体的な運営委託を実施します。

２ 事業費

放課後子ども教室サポートスタッフ謝礼金 ４２５千円
放課後子ども総合プラン運営事業委託料 ２５４，７５９千円

１ 事業内容

市直営で実施する放課後子ども教室の開設日数を週５日から週２日に見直すとともに、民間委託により実施する

放課後児童クラブと併せて、放課後子ども総合プラン運営業務として一体的な運営委託を行い、民間事業者のノウ

ハウを生かした人材確保とプログラムにより、放課後子ども総合プランの魅力向上に取り組みます。

新規

３ 財源内訳

国庫補助金 ４９，６１４千円
県補助金 ６６，６９３千円
その他 ７７，４９５千円
一般財源 ６１，３８２千円

▲ 放課後子ども教室の様子
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こどもカウンセリングを開始

お問い合わせ
子ども若者支援課
子育て総合支援センター 山下 （0562-54-1200）

子ども自身の悩みや不安な気持ちをカウンセラーに直接相談できる場として、子育て総合支援セ

ンターで「こどもカウンセリング」を開始します。

１ 事業内容

悩みごとや友達等との関係、学校のことや将来への不安など、子ども自身の気持ちを心理カウンセラーに相談で

きる場として、予約制のカウンセリングを実施し、心のケアを行います。

新規

(1) 対象者 市内在住の１８歳未満の子ども

(2) 場 所 子育て総合支援センター

(3) 開催日 原則として、毎週火曜日 午前９時～午後４時（１回４５分、１日５枠）

(4) 利用料 無料
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地域子育て相談機関を設置

お問い合わせ
子ども若者支援課
家庭相談チーム 尾上 （0562-36-2656）

予算 １４０千円

子育ての様々な不安や悩みを身近に相談できる場として、地域にある保育所等を「地域子育て相

談機関」に位置付け、相談支援を行います。

２ 事業費

施設修繕料 １４０千円（地域子育て相談機関表示看板等設置）

１ 事業内容

地域にある保育所等の身近な子育て支援施設を「地域子育て相談機関」と位置付け、通園や利用状況等にかかわ

らず、誰でも子育ての不安や悩みを相談できる場を設け、孤立しがちな子育てのサポートを行います。

新規

(1) 設置場所 子育て総合支援センター、新田保育園、新知保育園、日長台保育園

※保育園３園はいずれも「こども誰でも通園制度」の実施園

(2) 相談方法 来所による個別相談、電話相談

(3) 利 用 料 無料

３ 財源内訳

国庫補助金 ９３千円
県補助金 ２２千円
一般財源 ２５千円
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こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）を開始

子ども・子育て支援法に基づく新たな通園制度「こども誰でも通園制度」を公立園３園、民間園３園
で開始します。
１ 事業内容

全ての子育て家庭に対して、保護者の多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するために創

設された新たな通園制度です。保育所等に通っていない０歳６か月～満３歳未満の子どもが対象で、月１０時間までの

利用可能枠の中で、就労要件を問わず柔軟に保育所等を利用できるものです。

お問い合わせ
幼児保育課 運営チーム 北川（0562-36-2659）予算 ６３，０３０千円

新規

３ 事業費

保育園運営費 ２，２１０千円（公立園３園の消耗品、備品、保険料）

民間保育教育事業費 ６，７５０千円（民間園３園への事業委託料）

その他人件費等 ５４，０７０千円

４ 財源内訳

国庫支出金 ４３，８３６千円
県支出金 ７，１６７千円
利用者負担 ４，８６０千円
一般財源 ７，１６７千円
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２ 実施施設

公立園 新知保育園、新田保育園、日長台保育園

私立園 ゆめ保育園、さざなみの家、知多朝倉駅ぽっぽ園



寺本保育園の移転民営化に向け、新保育所の整備・運営事業者への支援を実施

寺本保育園の移転民営化に向け、新しい保育所を整備・運営する事業者に対して整備費の補助等の支
援を行います。

１ 事業内容

知多市公共施設再配置計画、知多市保育所等再整備計画２０２０に基づく寺本保育園の移転民営化に当たり、令和８

年度に民間事業者が新しい保育所を八幡字里脇地内に整備します。

市は、新しい保育所を整備・運営する事業者（社会福祉法人 知多学園）に対して整備費の補助を行うとともに、開

園に向けて、現寺本保育園の保護者を交えた協議や県の認可手続等の支援を行います。

３ 事業費

民間保育所等整備費補助金 ２６２，０８７千円

補助率：３／４（国庫補助金分含む）

負担割合：国１／２ 市１／４ 事業者１／４

４ 財源内訳

国庫補助金 １７４，７２５千円
地方債 ６９，８００千円
一般財源 １７，５６２千円

▲ 新保育所整備予定地
（旧寺本台グラウンド側から撮影）

お問い合わせ
幼児保育課 施設管理チーム 榊原（0562-36-2659）予算 ２６２，０８７千円

新規

２ 事業スケジュール

令和８年度 事業者による園舎等の工事、認可手続、開園準備等

令和９年度 新保育所開園
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５歳児健康診査を開始

子どもの特性を早期に発見し、小学校入学を見据えた必要な支援につなげることを目的に、年中児を
対象に５歳児健康診査を開始します。

２ 対象者

（1） 一次健診…保護者アンケート及び園アンケートの実施により、二次健診対象者を抽出

（2） 二次健診…集団健診で診察、計測、指導を実施し、必要に応じて相談事業へつなげる

お問い合わせ
健康推進課 母子保健チーム 江端（0562-54-1300）予算 １，０８５千円

新規

５ 財源内訳

国庫補助金 ５４２千円

一般財源 ５４３千円

１ 事業内容

３ 開始時期

５月初旬から一次健診対象者への通知

６月中旬から二次健診対象者への通知

７月から二次健診開始（二次健診は年８回実施予定）

実施年度に５歳になる幼児（年中児）

４ 事業費

医師、保健師等報酬 ８００千円

報償費 １６５千円

通信運搬費 １１０千円

消耗品費 １０千円
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ＲＳウイルスワクチン接種を開始

お問い合わせ
健康推進課 健康づくり・予防チーム 石川（0562-54-1300）

３ 開始時期

令和８年４月１日

４ 事業費

１ 事業内容

ＲＳウイルスは、２歳までに少なくとも１度は感染し、肺炎等の下気道感染症を引き起こす場合があります。これ

を予防するため、妊婦を対象として、母子免疫の獲得に有効なＲＳウイルスワクチンの接種を開始します。

予防接種委託料 １２，０４０千円

手数料 １１千円

消耗品費 ２千円

予防接種費補助金 ７５３千円

小児のＲＳウイルス感染症予防のため、妊婦を対象とするワクチン接種を開始します。

新規

予算 １２，８０６千円

２ 対象者

妊娠２８週から３７週に至るまでの方（ＲＳウイルス感染症に罹患歴のある方を含む。）
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医療的ケア児が安全・安心に学校へ通えるよう、看護師を派遣

医療的ケア児が学校で安心して学習等ができる教育環境の整備に向け、医療的ケア児訪問看護事業を
導入します。

１ 事業内容

お問い合わせ
学校教育課 教育総務チーム 竹内（0562-36-2681）

２ 事業費

医療的ケア児訪問看護委託料 ５，３３４千円（１，７７８千円×３人）

学校等において看護師が医療的ケアを行えるよう「医療的ケア児学校等訪問看護事業実施要綱」を策定し、学校
等の施設へ訪問看護事業所から看護師を派遣し、インスリン注射等の医療行為を医師の指示書をもとに実施します。

予算 ５，３３４千円

３ 財源内訳

国庫補助金 ２，６６７千円
県補助金 １，３３４千円
一般財源 １，３３３千円

新規
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学校給食費の保護者負担を軽減

物価高騰が継続し、食材費が上昇する中、学校給食の質・量を保つため賄材料費を確保するとともに、
保護者負担の軽減を図ります。

１ 事業内容

お問い合わせ
学校教育課 八幡給食センター 加古（0562-55-7411）予算 ４３８，６４３千円

物価高騰における食材費の上昇が継続している中、安定した学校給食の提供を行うため、給食費（１食分当たりの食

材費）を改定します。なお、保護者の負担軽減を図るため、８年度については、小学生の児童に対しては給食費を無償

とし、中学生の生徒に対しては値上げ相当分を市が負担します。

賄材料費  ４３８，６４３千円

小学生児童（保護者負担分）  ０千円

（県補助分）  ２２９，９４４千円  

  （市補助分）  １５，４７８千円

中学生生徒（保護者負担分） １３３，４５５千円

      （市補助分）                    ２０，２２１千円

小学校教職員等（自己負担）                 ２５，２７４千円

中学校教職員等（自己負担）             １４，２７１千円

※市補助分には物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用する予定です。

新規

２ 事業費

３ 財源内訳

国庫補助金  ３５，６９９千円
県補助金  ２２９，９４４千円
その他  １７３，０００千円
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新給食センター建設に向けて、基本計画を策定

老朽化した八幡給食センターの建て替えに向け、新しい給食センターの基本計画を策定します。

１ 事業内容

２ 事業費

▲ 八幡給食センター外観

お問い合わせ
学校教育課 八幡給食センター 加古（0562-55-7411）予算 １６，７４９千円

新規

八幡給食センターは昭和５６年に建設され、施設の老朽化が進んでいます。安全で安心な給食の提供を継続するとと

もに、より良い作業環境を構築するため、新給食センター建設に向けて、施設規模、敷地条件、施設計画及び全体スケ

ジュール等をまとめた基本計画を策定します。

新学校給食センター基本計画策定委託  １６，７４９千円

▲ 調理場
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市民活動センターのホームページをリニューアル

市民活動に関する情報を一元化し、団体・市民・企業等のつながりを促進するマッチング機能を備え
たホームページにリニューアルします。

１ 事業内容

市民活動団体・市民・企業・行政など多様な主体がつながる仕組みを

強化するため、市民活動センターのホームページをリニューアルし、団

体情報の見える化、マッチング、イベント・ボランティア募集の一元化

を実現します。

閲覧者が「必要な情報を探せる」だけでなく、「新たな情報に出会え

る」サイトへと刷新し、利便性を向上させます。

３ 事業費
ホームページ改修委託料 ４，０００千円

▲ マッチング機能を重視したホームページ画面
のイメージ

お問い合わせ
市民協働課 協働まちづくりチーム 畠（0562-31-0382）予算 ４，０００千円

２ 新たに追加する機能

●マッチング機能

市内の様々な資源（人、場所、モノ）などの情報を分かりやすく「見

える化」し、団体や市民同士が必要な情報を検索・活用できる仕組み

を整備します。

●お知らせ通知機能・ＳＮＳ連携機能

お知らせ記事更新と同時に公式ＳＮＳに自動投稿できる仕組みを導入

します。イベント情報や募集記事を市民や団体が簡単にＳＮＳでシェ

アできるようにし、情報の循環とマッチングを促します。

新規
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共に支え合うやさしいまちづくりを推進

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を１人増員し、中学校区ごとに配置することで、住民同
士が共に支え合うやさしいまちづくりを推進します。

１ 事業内容

ＣＳＷが、様々な暮らしの困りごとを抱えた人へのアウトリーチを行い、適切な制度やサービスにつなぎます。また、中

学校区ごとに地域課題について話し合う場を設け、地域の見守りや居場所づくりなど、それぞれの課題やニーズに応じ、

人・活動・地域を結びつけることにより、個別支援と地域づくり支援を有機的につなぎます。現在の４人体制から１人増員

し、５人体制とすることで、より一層の事業推進を図ります。

２ 事業費

支え合いの地域づくり事業委託料

１０，０００千円

３ 財源内訳

国庫補助金 ５，０００千円
県補助金 ２，５００千円
一般財源 ２，５００千円

お問い合わせ
福祉課 地域共生・障がい者支援チーム 杉浦（0562-36-2650）予算 １０，０００千円

育児・介護
などの悩み

貧困

孤独・孤立

CSW

つなぎ

支え合いの
やさしい
まちづくり

制度・サービス

人・活動・
地域
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多様な主体による生活支援や介護予防、社会参加の推進

生活支援コーディネーター（SC)を１人増員し、中学校区ごとに配置することで、地域資源の把握や地域の支
え合いづくりをさらに推進します。

地域住民やボランティア、ＮＰＯ、民間企業などの多様な主体の連携を促し、高齢者の日常生活を支える生活支援を充

実させ、生きがいや介護予防につながる社会参加の機会を確保することを推進します。現在の５人体制から１人増員し、

知多市全体を統括するＳＣ１人と、中学校区ごとに配置されるＳＣ５人の計６人体制とすることで、より一層の事業推進

を図ります。

お問い合わせ
長寿課 高齢者支援チーム 瀬戸（0562-36-2652）

２ 事業費

生活支援体制整備事業委託料 ２８，５００千円

予算 ２８，５００千円

１ 事業内容

誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、地域全体で支える地域包括ケ

アシステムの構築を進めます。
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映画と対話の力を生かして男女共同参画を推進

お問い合わせ
子ども若者支援課
家庭相談チーム 尾上 （0562-36-2656）

予算 ５０１千円

ドキュメンタリー映画を鑑賞し、誰もが自分らしく生きられる環境について語り合うことで、男

女共同参画と人権への意識向上を図ります。

２ 事業費

講師謝礼金 ４０千円
男女共同参画啓発事業開催委託料 ４２６千円
会場等借上料 ３５千円

１ 事業内容

アイスランドが世界一ジェンダーギャップのない国と言われるきっかけとなった１９７５年の出来事のドキュメ

ンタリー映画の鑑賞とトークイベントを開催します。

新規

(1) 映 画 映画「女性の休日」

(2) 登壇者 ジャーナリスト、ジェンダー研究者（予定）

(3) 会 場 知多市勤労文化会館 やまももホール

▲ 女性の休日の様子  Women’s History Archives

３ 財源内訳

県委託金 ３００千円
一般財源 ２０１千円
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り災証明を迅速に発行するためのシステムを導入

大規模な災害が発生した際にり災証明を迅速に発行するため、住家の被害認定調査及び証明発行をデ
ジタル化し、被災者の早期生活再建を図ります。

１ 事業内容

り災証明は、災害による被害を公的に証明し、被災者が公的支援等を受けるために必要な書類です。将来発生が予測

される南海トラフ巨大地震等大規模災害時に、従来のアナログな被害認定調査では、証明発行までに時間がかかり、被

災者支援の遅れにつながります。

証明取得までの時間を短縮し、被災者の早期生活再建を図るため、被害認定調査から証明発行までの一連のシステム

を導入します。

２ 事業費

被災住家被害認定調査支援システム構築委託料

７，０７５千円

▲ 能登半島地震被災地支援の際に、システムを使って
被害認定調査を行う様子

お問い合わせ
税務課 家屋チーム 阿知波（0562-36-2636）予算 ７，０７５千円

新規
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勤労文化会館特定天井を改修するための基本設計を実施

勤労文化会館の耐震性の向上を図るため、特定天井の改修に向けた基本設計書の作成を行います。

１ 事業内容

２ 事業費

▲ 勤労文化会館つつじホールの特定天井

予算 １０，０００千円

新規

本市の文化・芸術活動・生涯学習の拠点である勤労文化会館の耐震性の向上を図るため、つつじホール、ホワイエ、

エントランスホールの各特定天井及びやまももホールの天井の改修に向けた基本設計書作成の委託を行います。

勤労文化会館特定天井改修工事基本設計委託料

１０，０００千円

お問い合わせ
生涯学習スポーツ課
生涯学習チーム 髙橋（0562-31-0383）
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下水道施設の耐震補強及び老朽化した設備を更新

下水道の処理機能を持続可能な状態で維持するために、下水道施設の耐震補強と老朽化した設備の更
新を計画的に実施します。

１ 事業内容

知多市下水道総合地震対策計画に基づき、現行の耐震基準制定前に建設された汚水幹線、南部浄化センター及び中継

ポンプ場の耐震補強を行います。また、ストックマネジメント計画に基づき、汚水管路の点検調査及び更新が必要とさ

れた汚水管路の改築、南部浄化センターの設備を更新します。

２ 事業費

予算 １，３２１，７００千円

３ 財源内訳

安全安心な下水道の処理機能を
将来にわたり維持するため、汚
水管路及び浄化センター、中継
ポンプ場の耐震補強、老朽化対
策を計画的に実施します。

国庫補助金 ６９９，７５０千円

企業債 ５２９，１００千円

一般財源 ９２，８５０千円

お問い合わせ
下水道課
工務・施設管理チーム 西尾（0562-55-9591）

汚水管路耐震設計委託【南部１号汚水幹線等】 ６７，０００千円

汚水管路改築工事 １２８，０００千円

汚水管路点検調査委託【一般路線】 ６６，０００千円

3-2 系水処理設備更新工事   ７０１，０００千円

  3-2 系水処理施設耐震工事  ２１４，２００千円

滅菌棟他７ポンプ場耐震診断 １１９，５００千円

南部浄化センター更新設計委託 ２６，０００千円

▲南部浄化センター
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水道水を安定供給するため、水道施設の耐震化及び老朽化対策を実施

災害時における市内全域への配水機能を確保するため、配水場に直結する重要な基幹配水管の耐震化、
老朽管及び施設の更新を計画的に実施します。

１ 事業内容

２ 事業費

予算 ３２２，３００千円

出典：水道ＰＲパッケージ

被害を受けやすい
水道管から

地震に強い水道管
（耐震管）へ

お問い合わせ
水道課 工務チーム 久保田（0562-36-2678）

〇配水管耐震化事業 ２９２，０００千円

・基幹配水管耐震工事 ２８８，０００千円

・重要給水拠点配水管布設工事 ４，０００千円

〇老朽管更新事業 ２１，０００千円

配水管布設替工事

〇水道施設更新事業 ９，３００千円

水道施設更新等設計委託

基幹配水管は、丸根配水場から市内全域に給水するための重要な管であり、被災するとその影響が広範囲に及ぶため、基

幹配水管耐震化計画に基づき、バイパス化・耐震化に取り組んでいます。避難所・病院・老人福祉施設などの重要給水拠点

は、災害時にも給水を継続する必要があるため、順次耐震管に布設替します。

また、法定耐用年数（４０年）を経過した管路は、老朽管更新計画により耐震化を進めるとともに、水道施設内の配水管

についても計画的に更新し、長寿命化を図ります。

▲耐震化のイメージ

３ 財源内訳
国庫補助金 ２３，３３３千円
企業債 １５０，０００千円
一般財源 １４８，９６７千円
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救急自動車及び広報車を更新し、市民の安全・安心に寄与

複雑多様化する消防救急業務に的確に対応するため、消防署本署に配備されている高規格救急自動車
を最新の資器材を取り揃えた車両に更新します。

災害発生時の住民への避難誘導や広報活動に対応するため、消防本部に配備されている広報車を更新
します。

お問い合わせ
庶務課 消防団チーム 山口（0562-56-0146）

①高規格救急自動車

車両の全周囲を確認することができる全周囲モニターや緊急車両存在通知発信ができる装置を搭載するなど、より

安全に傷病者を病院まで搬送する機能を備えた最新の車両に更新します。また、心肺停止や窒息など特定の条件下に

おかれた傷病者に使用が認められるビデオ喉頭鏡等、最新の救急資器材を配備することで救命率の向上が期待でき

ます。

②広報車

普通自動車から軽自動車に更新することで、災害発生時において狭あい道路での住民への避難誘導や広報活動を安全・

迅速に行い、災害による被害を最小限にとどめるため広報車を更新します。

２ 事業費

高規格救急自動車購入費 ４０，６００千円

広報車購入費 ６，０００千円

３ 財源内訳

県補助金 合計 ３１，２９７千円

一般財源 合計 １５，３０３千円

▲高規格救急自動車（イメージ）

１ 事業内容

予算 ４６，６００千円

▲広報車（イメージ）23



お仕事体験イベント「知多市ＤＥはたらく」の規模を拡大して開催

広い会場でより多くの来場者が参加できる環境を整え、市内企業の認知度のさらなる向上ととも
に、将来の地元企業への就職意欲の醸成を図ります。

１ 事業概要

「知多市ＤＥはたらく」は、体験や展示を通して市内企業の魅力を発信し、認知度の向上と就職意欲の醸成を図るこ

とを目的とした企業ＰＲイベントです。来場者及び出店事業者の増加に伴い、会場を勤労文化会館やまももホールから

メディアス体育館ちた主競技場に変更し、出展者及び来場者がともに満足できるイベントとなるよう体制を整えます。

２ 開催時期及び対象者

開催時期：令和８年９月（予定）

対 象 者：学生からファミリーまで広く一般の方

４ 出展企業・団体

・市内に事業所のある企業
・市役所、自衛隊及び警察などの官公庁

予算 ２，３３８千円

市役所庁舎移転に伴う産業まつりのあり方の見直しにあわせ、産業まつ
りとの同時開催の可能性について検証します。

５ 今後の方向性

３ 事業費

会場設営委託料 １，８９３千円

会場等借上料 ４４５千円

お問い合わせ
商工振興課 商工チーム 戸田（0562-36-2663）
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地域経済循環創造事業補助金を創設

２ 対象者

３ 補助限度額

４ 事業費（想定）

お問い合わせ
商工振興課 商工チーム 谷（0562-36-2663）予算 １２，０００千円

新規

地域課題の解決に資する先進的で、持続可能な起業・新規事業を行うために必要となる経費（施設整備費、機械装置費、
備品費、調査研究費）について、国との協調によって支援を行います。

１ 事業内容

地域課題の解決に資する起業・新規事業を支援するための補助制度を創設します。

市内に事業所を有する、または設置しようとする民間事業者等で、以下の５つの要件を満たし、市及び国の審査におい
て適当と認められた事業を実施する者

①地域資源の活用 ②公共的な課題解決につながる事業であること ③地域金融機関等による融資
④事業者にとって新規事業であること ⑤地域の中で前例がなく、モデルとなる事業であること

補助対象経費 ２５，０００千円

うち、融資額 １２，０００千円

うち、自己資金 １，０００千円

補助金額※ １２，０００千円

※補助金額の負担割合は市と国で１：１

補助を受けるためには、補助金額と同額以上の融資を
地域金融機関等から受ける必要があります。

融資額等 補助金限度額

補助金額と同額以上２倍未満 ３０，０００千円

補助金額の２倍以上３倍未満 ４０，０００千円

補助金額の３倍以上４倍未満 ５０，０００千円

補助金額の４倍以上 ５５，０００千円
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ため池施設の老朽化対策を実施 

老朽化した農業用ため池において、ため池の決壊による下流域の災害を未然に防止するとともに、受
益農地への安定した用水の供給を図るため、対策工法の検討及び施設の更新工事を行います。

１ 事業内容

堤体の劣化により漏水が疑われる３か所のため池において、漏水原因の特定及び対策工法の検討を行うとともに、取

水施設の劣化により用水の供給に支障をきたしているため池において、取水ゲート等の更新を行います。

２ 事業費

（ため池漏水調査等委託 １０，８００千円）

お問い合わせ
農業振興課 農業振興チーム 小島（0562-36-2666）予算 １８，６００千円

▲ 取水施設の劣化

▲ 堤体劣化による水位低下

（取水ゲート等更新工事 ７，８００千円）

老朽化対策事業 １８，６００千円

▲ 堤体からの漏水

新規

３ 財源内訳

県補助金 ４，６００千円

一般財源 １４，０００千円
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コミュニティ交通あいあいバスの車両を更新

公共交通網の補完及び市民の移動手段を確保するため、コミュニティ交通あいあいバスの運行を継続すると
ともに、安全な運行のため車両２台を更新します。

１ 事業内容

北部循環コース系統２（オレンジ色）及び南部コース（青色）の車両が耐用年数の目安である１０年を迎えることか

ら、安全な運行に支障が出ないよう、令和８年秋頃に車両を更新します。

２ 事業費

コミュニティ交通負担金 ９２，５８７千円

お問い合わせ
市民協働課
地域活性化・地域交通チーム 青木（0562-36-2644）予算 ９２，５８７千円

３ その他

北部循環コース系統２、南部コースともディーゼル車両に更新します。

現行車両
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二酸化炭素排出量を削減するため、住宅用温暖化対策設備導入などの費用を補助

１ 事業内容

市内の二酸化炭素排出量削減を進めるため、以下の補助金制度を継続します。

家庭部門：住宅用温暖化対策設備（太陽光発電設備、ＨＥＭＳ、蓄電池、電気自動車等充給電設備）

導入費用に対する補助

運輸部門：個人の燃料電池自動車（ＦＣＶ）の購入費用に対する補助【１台あたり２００千円→５００千円に増】

産業部門：商用の燃料電池自動車（ＦＣＶ）の購入費用に対する補助【１台あたり２００千円→５００千円に増】

中小企業者等が実施する省エネ診断費用に対する補助

▲ 地球温暖化防止のイメージ

お問い合わせ
環境政策課 ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨ推進チーム 石川（0562-36-2660）予算 ２２，０６５千円

地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出量を削減し、２０５０年にはその量を実質ゼロにする
「ゼロカーボンシティ」の実現に向けた取組を支援します。

住宅用ゼロカーボン推進設備補助金 １８，４００千円

個人用燃料電池自動車補助金 １，０００千円

商用燃料電池自動車補助金 ２，５００千円

省エネ診断補助金 １６５千円

県補助金 ８，８００千円

一般財源 １３，２６５千円

２ 事業費

３ 財源内訳
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公共施設で使用する照明設備の多くは蛍光灯及び白熱球で、電力消費が大きいことから、二酸化炭素の排出量も多く

なっています。

電力使用量の低減により、二酸化炭素の排出量を削減するため、令和８年度から９年度にかけてＬＥＤ型に更新します。

公共施設の照明設備をＬＥＤ型に更新

１ 事業内容

お問い合わせ
環境政策課 ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨ推進チーム 石川（0562-36-2660）

市役所の事務及び事業により排出する二酸化炭素の排出量を削減するため、ゼロカーボン庁内行動計
画に基づき対策を行います。

今後の存続性を考慮して対象施設を決定し「４５施設」とするとともに、

施設内における利用頻度を考慮して更新する設備を選定します。

２ 対象施設

新規

▲ 照明設備ＬＥＤ化のイメージ

８年度に２グループ、９年度に２グループ、合計４グループに分割して施工し、

施工完了後に１０年間のリースを開始します。

３ 実施方法

４ 事業費

予算 １０，１０１千円

ＬＥＤ型照明借上料（８年度分） １０，１０１千円
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生ごみ処理器「キエーロ」の普及による生ごみの減量を推進

生ごみ処理器「キエーロ」を作成し、市民に安価で有償頒布することで、キエーロの普及を図り、家
庭から排出される生ごみの減量を推進します。

１ 事業内容

令和６年度に実施したモニター事業の成果を踏まえ、市がシルバー人材センターに依頼し作成した生ごみ処理器「キ

エーロ」を安価に有償頒布することで、キエーロの普及を促し家庭から排出される生ごみの減量を推進します。

２ 事業費

消耗品費 ２６４千円

３ キエーロとは

キエーロとは、黒土の中にいるバクテリア等の微生物が、生ごみを分
解し、処理することができる生ごみ処理容器のことです。生ごみは、水
と二酸化炭素に分解されるため、土の量は増えません。

▲ キエーロの様子

お問い合わせ
ごみ対策課 政策・管理チーム 小島（0562-55-0300）予算 ２６４千円

新規
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旧清掃センター解体工事を実施

令和７年７月に着工した旧清掃センターの解体撤去を引き続き行います。

１ 事業内容

令和７年７月に着工した旧清掃センター（平成１５年８月竣工）の解体撤去を引き続き実施します。

また、施工監理の徹底による安全対策の他、大気質及び土壌等の調査・モニタリングを行い、環境保全対策を講じます。

２ 事業費

旧清掃センター解体工事費 ８８６，６００千円

旧清掃センター解体工事施工監理等委託料 １４，５００千円

３ 財源内訳

国庫補助金 １６３，５９６千円
地方債 ６０２，１００千円
一般財源 １３５，４０４千円

▲ 旧清掃センター

予算 ９０１，１００千円
お問い合わせ
ごみ対策課 政策・管理チーム 小島（0562-55-0300）

31



知多信濃川東部土地区画整理事業に伴い、三ツ又橋を移設整備

知多信濃川東部土地区画整理事業に伴い、土地区画整理事業区域外工事として、二級河川信濃川を跨
ぐ三ツ又橋を移設整備します。

１ 事業内容

本土地区画整理事業の主要区画道路（１０～１２ｍ）と、既存市街地を結ぶため、接続部に位置する二級河川信濃川

を跨ぐ三ツ又橋を移設整備します。

２ 事業費

橋りょう新設改良工事監理委託料 １０，０００千円

橋りょう新設改良工事（上部工） ２８６，０００千円

３ 財源内訳

県補助金 １２８，７００千円
地方債 １５０，５００千円
一般財源 １６，８００千円

▲ ６年度の施工状況

お問い合わせ
土木課 事業チーム 蟹江（0562-36-2671）

予算 ２９６，０００千円

＜三ツ又橋＞
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水遊びのできる床噴水デッキを旭公園に設置

旭公園に子どもが水遊びできる床噴水デッキを設置します。

１ 事業内容

近年の猛暑により、夏に子どもが屋外で安心して遊べる

機会が少なくなっていることから、旭公園に水遊びのでき

る床噴水デッキを設置します。

２ 事業費

公園等施設改良工事 ２６，０００千円

お問い合わせ
緑と花の推進課 公園チーム 井上（0562-36-2673）予算 ２６，０００千円

新規

３ 財源内訳

国庫補助金 １２，３００千円

地方債 １２，１００千円

一般財源 １，６００千円

▲ 床噴水デッキ（イメージ）
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知多運動公園陸上競技場の日本陸連公認更新に向けた改修を実施

知多運動公園陸上競技場（Ｂフードサイエンス１９６９知多スタジアム）を日本陸連公認競技場とし
て継続し、地域スポーツの振興を図ります。

１ 事業内容

知多運動公園陸上競技場の次期公認更新に向けて、老朽化したトラックやウレタン舗装の打ち換え等の工事と

超音波風速計を始め公認に必要な備品の買替えを行い、引き続き地域スポーツの振興を図ります。

２ 事業費

公園等施設改良工事 ７０，０００千円

（陸上競技場）

施設備品購入費 ２，３３１千円

消耗品費・備品修繕料 ２９２千円

お問い合わせ
緑と花の推進課 公園チーム 井上（0562-36-2673）予算 ７２，６２３千円

新規

３ 財源内訳

▲ Ｂフードサイエンス１９６９知多スタジアム

スポーツ振興くじ助成金 ２１，３００千円

地方債 ３７，５００千円

一般財源 １３，８２３千円
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利用者ニーズに応えて２つ目の合葬式墓地を整備

１ 事業内容

１つの大きな墓に多くの焼骨を共同で納骨する合葬式墓

地は、墓の引継ぎ（承継）が不要で、維持管理費用も不要

なことから需要が継続しています。

令和３年度に整備した現在の合葬式墓地は、令和７年度

で定員に達したため、知多墓園内の未整備用地に２つ目の

合葬式墓地を整備し、新たに利用者を募集します。

▲ 現在の合葬式墓所の様子

予算 １６０，０００千円

新規
お問い合わせ
緑と花の推進課 公園チーム 井上（0562-36-2673）

２ 第Ⅱ期合葬式墓地の整備内容

・１人用 約５００体分

・２人用 約１，３００か所（約２，６００体分）

・４人用 約１３０か所（約５２０体分）

墓の後継者や、今後の管理に不安がある利用者のニーズに対応するため、承継や管理が不要な
２つ目の合葬式墓地を整備します。

３ 事業費

合葬式墓地整備工事 １６０，０００千円
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生涯学習関連施設の屋上防水・外壁を改修

老朽化した施設の適正維持を図るため、生涯学習関連施設の屋上防水及び外壁の改修工事を行います。

１ 事業内容

２ 事業費

▲ 中央図書館

予算 ２０３，９２９千円

新規

老朽化が進んでいる施設（中央図書館・ふれあいプラザ）の長寿命化を

図ります。

中央図書館

屋上防水等改修工事設計監理委託料 ７，７１１千円

屋上防水等改修工事費 ９１，２００千円

ふれあいプラザ

屋上防水外壁改修工事設計監理委託料 ８，１１８千円

屋上防水外壁改修工事費 ９６，９００千円

お問い合わせ
生涯学習スポーツ課
中部公民館 平松（0562-54-1535）

▲ ふれあいプラザ
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デジタル技術を活用したＤＸを推進

デジタル技術やＡＩ等を活用したＤＸを推進することで、市民サービスの向上及び業務の効率化を図
ります。

１ 事業内容

(1) キャッシュレス決済の導入

あいち電子申請・届出システムにおけるキャッシュレス決済を導入し、申請手続の迅速化と市民の利便性向上を

目指します。

(2) 業務改革の推進

業務フロー可視化ツールを導入し、業務プロセスの見直しと整理を行うことで、業務改革を推進します。

(3) ローコードツールの導入及びＡＩの拡大

ローコードツールや生成ＡＩサービスを活用することで、事務作業の効率化を図り、人的資源を市民サービスの

更なる向上に繋げます。

２ 事業費

キャッシュレス決済導入委託料（新規） ２７５千円

業務改善ツール使用料（新規） ９９０千円

ローコードツール使用料（新規）  ３,５７８千円

ビジネスチャットツール使用料（拡充） ４,５１７千円

お問い合わせ
デジタル推進課 ＤＸ推進チーム 山下（0562-36-2640）予算 ９，３６０千円

▲ ＤＸによる業務改革のイメージ
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住民票の写しなどの証明書のコンビニ交付手数料を減額

窓口よりも時間の制約が少なく、利便性が高いコンビニ交付の利用を促すことで、市民の負担を軽減
し、市民サービスの向上を図るため、証明書のコンビニ交付手数料を時限的に減額します。

１ 事業内容

マイナンバーカードを利用してコンビニで取得する住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍の附票の写しの交付手数料

を３００円から２００円に減額します。

マイナンバーカードを所持していてもコンビニで証明書が取れることを知らない方や利用したことがない方に利用し

ていただくことで、「行かない窓口」の推進や証明交付窓口の混雑緩和を図ります。

２ 期間

令和８年４月１日～令和９年３月３１日

▲ コンビニのマルチコピー機

お問い合わせ
市民窓口課 窓口チーム 江端（0562-36-2646）
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一定以上の省エネ性能を有する下記の家電を、市内の販売店で買い換えて、自らが住所を有する居宅に設置した者に対

して、その費用の一部を補助します。

・エアコン… 省エネ基準達成率１００％以上（目標年度２０２７年度）の製品に買い換えたもの

・冷蔵庫 … 省エネ基準達成率１００％以上（目標年度２０２１年度）の製品に買い換えたもの

電気料金の負担を軽減するため、省エネ家電への買い換えを補助

１ 事業内容

お問い合わせ
環境政策課 ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨ推進チーム 石川（0562-36-2660）

省エネ家電の最大の特徴である電気使用量の低減により、電気料金の高騰による市民の負担を軽減す
るとともに、市民の地球温暖化対策への関心を高め、温室効果ガス排出量の削減にもつなげます。

２ 補助金額

▲ 省エネ家電買い換えのイメージ

３ 事業費

予算 ３０，０００千円

省エネ家電普及促進補助金 ３０，０００千円

購入合計額（税抜） 補助金額

２０，０００円～  ５０，０００円未満 ４，０００円

５０，０００円～１００，０００円未満 １０，０００円

１００，０００円～１５０，０００円未満 ２０，０００円

１５０，０００円～２００，０００円未満 ３０，０００円

２００，０００円以上 ４０，０００円
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